
申請要項概要項目

P１

これまでは「学士入学者、転学者、再入学者、所属変更者等で、過去に現在の学年次と同一の学年次に半期以上在籍し
ていた者（本学以外の大学・大学院での在籍を含む）」を減免対象外としていました。
しかし、2026年度より本学以外での在籍期間は対象外判定の要件から除外しました。これにより、現在の学年次と同一
の学年次に半期以上在籍していたかどうかは、“本学での在籍歴に限って判断”することとなります。

減免対象者の変更
（学士入学者、再入学者、所属変更
者等過去に現在の学年次と同一の学
年次に半期以上在籍していたことが
ある者）

P2
P6
（申請フロー）

P15
（留意事項）

2026年度より「前後期一括申請」を導入しました。 前後期一括申請とは、前期申請期間中に前期分と後期分をまとめて
申請できる制度です。この制度は、原則として年間を通して本学に在学することを前提に、生計維持者の変更や家計状
況の変動が見込まれない方を対象としています。それ以外の方は従前どおり各学期の申請が必要となります。
前後期一括申請を行った場合、後期の申請期間における手続きは不要ですが、申請内容に変更が生じた場合は、後期申
請期間中に「後期変更申請」が必要となります。
なお、審査は前期・後期それぞれで実施されるため、前期の結果と後期の結果が必ずしも同じになるとは限りません。

「前後期一括申請」の導入

P4

マイナンバー提出書類及び返信用封筒は、申請フォームで指定した住所（1か所）のみに郵送しています。しかし、提出
用書類には生計維持者及び学生本人それぞれの自署が必要であるため、生計維持者と学生本人の居住地が異なる場合に
は、提出用書類を複数回郵送しなければならないケースがありました。
この負担を軽減させるため、申請フォーム入力後に届く完了メールから、マイナンバー提出用書類を事前にダウンロー
ドすることが可能となりました。
※必ず返信用封筒を使用し、対象者全員分をまとめてご返送ください。

マイナンバー提出用書類の
ダウンロード

P15申請フォーム入力時に特別永住者証明書又は在留カードの写しをアップロードする必要があります。日本国籍以外の方の追加書類の提出

P15

本授業料減免の申請者について、国制度による支援を受けることが判明した学期分の申請は、いずれも取り下げ扱いと
なります。
（１）新規申請者

前期に国制度へ採用され、後期も引き続き支援を受ける場合に後期分が取り下げとなります。
（２）前年度からの継続者

国制度による支援を受けることが判明した学期分が取り下げの対象となります。

※ 国制度による支援を受けることができない場合は、本学独自の授業料減免制度の審査結果を適用します。その後、税
の更正等により国制度による支援を受けられることになった場合は、国制度が優先して適用されます。

高等教育の修学支援新制度（国制
度）との併用申請に係る取扱い


